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はじめに

　科学・技術、特に AIやナノテクノロジー、遺伝子工学といった先端科学・技術は、人類の

抱える問題を解決する手段となり、新たなビジネス・チャンスを作る一方で、放射性物質や有

害化学物質の脅威から、シンギュラリティやグレイグーといったこれまで SFの世界のものと

して捉えられてきた脅威まで、人間社会が築き上げてきた価値観や人間の安全そのものを直接

的に脅かす存在にもなりうる。つまり、先端科学・技術は人類の「希望」となるのか、それと

も「脅威」となるのかという両義性を常に有している 2）。それゆえ、先端科学・技術のガバナ

ンスでは、先端科学・技術の研究・開発を妨げずいかに予想を超える被害をもたらしうるリス

クに対応するかという、研究・開発の促進とリスク管理の両立が重要となる 3）。そしてこのこ
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とは、自然科学における科学・技術のさらなる発展のみに解決を見出すべき課題ではなく、科

学・技術を私たちの社会がいかに受容していくかという人文科学・社会科学の課題としても取

り扱うべき課題である。

　これまで日本でも、宇宙法や原子力の安全利用と管理に関する研究を始め、科学・技術ガバ

ナンスについて、また、科学・技術と社会の関係や軍民両用技術の問題、国家や専門家、市民

らによるリスクの評価・管理に関する課題についてなど、倫理学的、社会学的、法学的、国際

政治学的視座からの研究が重ねられてきた 4）。先端科学・技術によって引き起こされる課題は

人類全体に関わるリスクを孕んでおり、加えて、技術の先進国と途上国との間の利益の公平な

配分のためにも、国内だけでなくグローバルな法あるいは制度によるガバナンスが求められて

いる。また、先端科学・技術は高度に専門的で変化が著しい分野であるために、公的な法規範

や制度の整備が追い付かず、研究機関、企業、専門家集団、NGOsといった非国家主体が先

駆けて自主規制を行なってきた分野でもある 5）。

　本稿では、先端科学・技術の研究・開発の促進とリスク管理の双方を両立させるためのガバ

ナンスにおいて重要となる点を、理論的および法・制度的側面から論じる。また、国家と非国

家主体による官民パートナーシップ（Public Private Partnership）の枠組みを活用する有効

性について検証し、先端科学・技術分野の国家、国際組織、非国家主体のパートナーシップに

基づく法と制度の形成による、多層的なガバナンスの可能性と課題について検討する。その際、

主に EUにおける AIとナノテクノロジーのガバナンスを事例とする。1980 年代にアメリカが

SDI（戦略防衛構想）を打ち出したことにより、ヨーロッパでは先端科学・技術分野でアメリ

カや日本と対抗するため EUREKA（欧州先端技術共同研究計画）が実施された。これは、科

学・技術の実用化および商業化のための共同開発と世界市場でのヨーロッパ産業の強化、およ

び、基本的には平和利用を原則とするが民間の技術の軍事転用の可能性も含めたプログラムで

あり、このなかで科学・技術の促進と民間利用および経済的利益のための共同研究ネットワー

クが築き上げられてきた。EUREKA以来、アメリカが主に市場の原理と裁判による判断と

いった事実の積み重ねを中心に科学・技術ガバナンスを行なってきた一方で、ヨーロッパでは

多国間による規範に基づくガバナンスが行われてきた。本稿では、グローバルなレベルでの先

端科学・技術ガバナンスの検討を念頭に置いているため、多国間での法や制度形成に重点を置

く EUの事例を扱う。

1．先端科学・技術の研究・開発とガバナンス

（1）科学的研究の自由とその制限

　科学・技術とは物を作り出すこと、および環境を変えることを可能にする知識と技術を意味
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する。今日的な意味としては、人間の必要に対応するために科学的な知識を活用することでも

ある。そして、一般的に先端科学・技術とは、近年開発されてきた既存の科学・技術に比して

発展している、あるいは革新的なものを指す。例えば、航空宇宙技術やバイオテクノロジー、

AIおよび情報通信技術、ナノテクノロジー、ロボティクスなどがこれに当たる。先端科学・

技術は、研究・開発の段階を経て成果が得られたのちに商業化される。対象となる技術が一般

化され、汎用化されることによって、次第にそれはもはや先端科学・技術には含まれなくなる。

　科学・技術を自由に研究する権利、すなわち科学的研究の自由は国際的な人権として認めら

れている。世界人権宣言第 27 条第 1項や国際人権規約（社会権規約）第 15 条、UNESCOの

ヒトゲノムおよび人権に関する宣言（1997 年）第 12 条（b）からは、研究の自由が知識の進

歩のために必要であり、思想の自由の一部を成すと理解できる。このように、科学的研究の自

由の原則は、思想および表現の自由から導き出され、国際的な人権として確立されてきた。た

だし、この原則は無制限なものではなく、民主的な社会において必要である場合、また、人間

の尊厳やその他の権利との関連において、法によって制限されうるものである。例えば、欧州

人権条約第 9条の思想の自由は公共の安全や公の秩序、健康や道徳の保護、他者の権利と自由

の保護のために、また、第 10 条の表現の自由についても、国家安全保障や領土の保全、無秩

序や犯罪の予防、健康や道徳の保護、他者の信用や権利の保護、機密情報の露見の予防、司法

機関の権威と公平性の維持のために、制限が加えられることがあると定められている。

　国内のレベルでは、科学的研究の自由はドイツ基本法（1949 年）第 5条第 3項や、ポルト

ガル憲法（1976 年）、中華人民共和国憲法（1982 年）第 47 条および第 42 条、ロシア連邦憲法

（1993 年）第 44 条第 1 項といった、憲法上の法原則としても認められている。フランスやア

メリカでは、科学的研究の自由は思想の自由や表現の自由に当然含まれるものとされ、フラン

ス憲法（1958 年）では他の自由と同様に、人権宣言に基づき「他者を害することのないあら

ゆる行為を行うこと」とみなされている。日本でも、憲法第 23 条に明記されている学問の自

由に研究の自由が含まれると解され、同第 12 条により国民はその自由を濫用しないこと、公

共の福祉のために利用する責任を有していることが定められている 6）。

　また、特に先端科学・技術は、高度に専門的で変化が著しいために、国家や国家間による法

規範の形成を待たず、研究・開発に携わる学会や企業、科学者や医療関係者といった非国家主

体が、自らの活動分野において自らを規制するために形成する規範（いわゆるグローバル法）

が重要な機能を果たしている分野でもある。人間を被験者とする科学的実験に対する倫理原則

であるニュルンベルク綱領（1947 年）や、世界医師会のヘルシンキ宣言（1964 年）、国際医学

団体協議会のマニラ宣言（1981 年）などのようなグローバル法の中でも、人間の尊厳との関

係において、科学的研究の自由が制限される旨が示されている。

　以上のように、国際法、憲法、グローバル法のいずれにおいても、科学的研究の自由が存在
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することに疑いの余地はないが、その濫用は認められず、かつ、人間の尊厳や他の権利との関

係、および社会の目的のために一定の制限を受けうる。それは、科学・技術の発展が人類の抱

える問題を解決する手段として、また、新たなビジネス・チャンスとなる可能性を有している

と同時に、社会や人間に甚大な影響を及ぼす可能性があるからである。もちろん、技術の発展

途上におけるあまりにも厳格な規制は技術革新を阻害するとの指摘もある。しかし、明確なガ

バナンスの欠如による関係主体の行為の予測不可能性の高まりによる不安定な状況もまた、先

端科学・技術の研究・開発や商業化を妨げる。特に、先端科学・技術が人間や社会に及ぼす予

測可能な、あるいは、予測できないリスクが一旦生じてしまうと、回復不可能な甚大な損害を

もたらす可能性がある。そのようなリスクに備えた法・制度の整備は、リスクを防ぎ、またリ

スクに対する責任の所在と範囲を明確化させることができるため、先端科学・技術の研究開発

の促進にもつながる。

（2）対象となる科学・技術の定義の必要性

　科学・技術、特に先端科学・技術のガバナンスにおいてまず重要となるのが、規制の対象と

なる技術の定義である。なぜならば、対象となる先端科学・技術のガバナンスが既存の法や制

度で対応することができるのかどうか、できないのであれば既存の法や制度と齟齬のない形で

どのようなガバナンスが必要かを判断しなければならないからである。先端科学・技術の規模

や素材（金属、脂質やタンパク質のような生物組織を用いたものなど）は様々であり、また、

使用するあるいは使用可能な分野が広範囲に渡っているため、その定義は難しい。しかしこれ

まで、分野ごとにいくつかの定義が試みられてきた 7）。

　例えば AIロボットは、人間がプログラムした内容そのままの作動を行うこれまでのロボッ

トとは異なり、自ら学習し、その学習した内容を作動に反映する。さらには、個別のロボット

あるいは機器の情報をネットワークによって繋ぐことでより多くのデータを集めることができ

る IoT化や、大量のデータに対してより多層的でより高度な判定を行うことができるディー

プラーニングの発達により、AIロボットは膨大な量の情報を処理でき、かつ、高度な自律性

を有するが故に、これまでのロボットとは一線を画すものと考えられる。そこで EUではま

ず、2014 年のロボット法プロジェクト（Robolaw Project）によるロボット技術規制ガイドラ

イン（Guideline on Regulating Robotics）において、「人間の活動を行うことのできる自律的

な機械」というロボットの包括的な定義を示すとともに、①物理的性質（physical nature）、

②人間の介在なしに自身の行動を実行する能力としての自律性（autonomy）、③人間との類

似性（human likeness）の 3点がその相補的な属性であると示した 8）。また、2017 年の欧州

議会法務委員会決議の付属書「ロボット憲章」のなかでは、AIロボット、すなわち高度な自

律型ロボットの EUにおける一般的な定義がなされるべきであるとして、①センサーを通じて、
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および／またはその環境とデータを交換することによって、かつ、これらのデータの分析によっ

て、自律性を得る能力、②経験と相互作用を通じて学習する能力、③ロボットの物理的支援の

形態、④自己の行為と行動を環境に適応させる能力（2103/2015/INL）の 4点の基準を考慮す

べきであると示した 9）。

　ナノテクノロジーの分野では、一般的に、「ナノ（nano）」とは 10-9m、つまり原子、分子お

よび超分子レベルの大きさを意味する。現在ナノ・テクノロジーまたはナノ素材に関して世界

的に認められた法的定義はない。例えば、2001 年アメリカは国家ナノテクノロジー構想の中

で、ナノテクノロジーを、単一の現象が新しい適応を可能にするおよそ 1～ 100 ナノメーター

（10 億分の 1メーター、以後 nmという）の範囲での物質の理解と管理であり、この尺度での

物質の画像表示、測定、モデリング、及び操作を含んでいると定義している。また、国際標準

化機構（ISO）は、ナノテクノロジーとは個別の原子または分子と組み合わされたもの、また

はより大きなサイズの同じ物質からの外挿とは区別される構造に依存する特性および現象を利

用するために主としてナノ・スケール（およそ 1～ 100nmの長さの範囲）で物質を操作し、

かつ管理するための科学的知識の応用であると定義している。操作及び管理には、物質の合成

も含まれる。より大きなサイズからの外挿でない特性は、主としてこの長さの範囲で表わされ

る。OECDの定義では、ナノテクノロジーとは、非常に小さい（一般的に 100nm以下）構造

およびシステムの操作、研究または開発を可能にする一連の技術を言うとされる。これらのこ

とから言えることは、ナノテクノロジーの定義の手掛かりは対象（例えば、どのような性質を

有するか、あるいはどのように応用されるか）ではなく「大きさ」であり、ナノ・レベルでの

物質操作を行う技術がナノテクノロジーとみなされる。つまり、原子あるいは分子レベルでの

配列構造を操作する技術がナノテクノロジーであり、それにより作り出される素材がナノ素材

である。

　ナノ素材については、EUでは 2009 年の化粧品規則（1223/2009）において定義が行われ表

示が義務付けられたのを契機として、2011 年の欧州委員会勧告（696/2011）において「非結合

状態、又は強凝集体（aggregate）又は弱凝集体（agglomerate）であり、個数粒度分布で

50%以上の粒子について、1つ以上の外径が 1～ 100nmのサイズ範囲である粒子を含む、自

然の、又は偶然にできた、又は製造された材料を意味する。特別な場合及び環境・健康・安全、

もしくは競争力についての懸念が正当化される場合には、個数粒度分布の閾値である 50%は、

1～ 50%の間の閾値に置き換えても良い」10）、と基本的な定義がなされた。以来、2011 年の

消費者に対する食品情報の提供に関する規則（1169/2011）、2012 年の殺生物性製品の市場にお

ける利用及び使用に関する規則（528/2012）、2015 年の改正新規食品規制（2283/2015）におい

て、それぞれ個別にナノ素材の定義と表示義務が規定された。
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（3）既存の法・制度による対応

　このような定義を行った上で、まず考えられるのが、既存の法や制度による先端科学・技術

への対応である。例えば EUでは、先端科学・技術に関わる特許権、データベース固有の権

利、産業的な設計とモデルに関する権利、著作権、商標権などは知的財産法によって管理され

うる。また、ナノテクノロジーの定義でも紹介した EUの事例のように、新しい技術によって

生み出された素材を含む製品の表示義務や製品の安全性の管理に関しては、公衆衛生法や化粧

品規則、改正新規食品規制、CEマーキング（EU市場に出される商品の安全性または業務に

用いられる商品の安全性を保証するマークの付与）などによって管理されうる。科学・技術が

製品化され市場に流通するさいの損害責任および保険の適用に関しては、民法や製造物責任法

によって、さらには、AIロボットなどが扱う個人情報に対しては、個人情報の取り扱いに関

する法で対応することが想定される 11）。

　製造物によって生じた損害に関しては、ヨーロッパでも長らく民法の不法行為として、原告

が被告の過失によって損害が生じたことを立証しなければならない過失責任の原則がとられて

きた。しかしながら、科学・技術の発展によって生産された製造物の構造の理解には高度な専

門知識が必要となり、また流通過程も複雑なものとなったために、製造物に対する消費者側と

製造者側の圧倒的な知識の差が生じ、消費者による過失の証明は困難となっている。そこで、

1985 年に消費者保護の観点から、製造物の損害については厳格責任、すなわち、損害が発生

した場合、製造者の過失ではなく製造物に欠陥があること、およびその欠陥によって損害が生

じたことを証明すれば良いとする、ヨーロッパ共同体内の統一的な製造物責任法が成立した

（374/1985/EEC）。これによって加盟国内の国内法でも、民法の改正や製造物責任法が制定さ

れることとなった。フランスでは、民法のなかで製造物による損害責任はさらに詳細に規定さ

れており、例えば AIロボットによって引き起こされる損害の責任については、① AIロボッ

トの欠陥による損害は欠陥商品に対する製造物責任（民法第 1245 条）を、②医療用ロボット

による損害に対しては医療装置として扱い医療従事者の責任（民法第 1142 条第 1項）を 12）、

③第三者に対する AIロボットの使用法の誤りや制御不能などによる損害に対しては、無生物

の所為による責任（民法第 1384 条第 1項）、すなわち、人の管理に適する無生物（個別に規定

がある動物と建造物は除く）によって損害が生じた場合、その保管者が負う賠償責任を適用す

るということが想定される 13）。

　しかしながら、このような既存の法の枠内で対応できることには限界がある。例えば、自ら

学習し作動する高度に「自律的な」AIロボットの責任を上記の責任で対応するには不十分で

あると考えられるため、AIロボットに対しては動物責任（フランス民法第 1385 条）を類推す

ることも議論されている 14）。動物責任とは、動物が第三者に損害を与えた場合、その動物の

保管者に対して課せられる損害賠償責任である。そのさい、保管者は厳格な保管義務違反の推
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定がなされるため、保管者は自らの義務違反がないことを立証しただけでは免責されず、免責

されるためには不可抗力あるいは被害者の義務違反を立証しなければならない。しかし、動物

と AIロボットではその機能と役割において大きな隔たりがあるため、動物責任での対応にも

限界があると考えられるがゆえに、EUでは AIロボットのための特別法や法人のような固有

の地位の創設が試みられている 15）。

　また、ナノ素材に関しては、肺や呼吸器系統の損傷や毒性及び、酸化ストレス、炎症、皮膚

透過性、体内での分布や移動などの有害性が懸念されるものの 16）、そのものの使用を規制す

る法はできていない。EUでは、2010 年に電気電子機器に含まれる特定有害物質の使用制限に

関する指令の改正の際に、一部のナノ素材の使用禁止が試みられたが規制には至らず、現在も

定義の改定および規制が検討されている。ただし、欧州化学品庁がナノ素材の毒性の情報を検

索できるデータベース eNanoMapperを公開している 17）。

2．先端科学・技術の新たなガバナンスに向けて

（1）リスクの評価と管理のための基本原則

　対象となる先端科学・技術が既存の法や制度では対応できない場合、対象となる先端科学・

技術に対する新たな管理システムが必要となる。そのさい、先端科学・技術の発展をできる限

り妨げずに、かつ、いかにしてリスク管理を行うかが重要となる。先端科学・技術のリスクに

ついては、現時点で科学的な確証が得られていないものもあるため、リスクをどのように評価

するかによって、いくつかの段階を踏まえることになる。このことは、バイオテクノロジーの

創成期より注目されていた。例えば、リスクに対する倫理学的な対応を示唆したハンス・ヨナ

スは、技術は新たな倫理を定義するとし、人間的な生活の条件を破壊するに至るような可能性

をゼロにすることが常に求められ、人を客体としてとらえること、すなわち、人間の物化への

危惧から、人間を常に主体としてとらえるための原則を提示している 18）。

　（i）研究・開発の段階

　まず、先端科学・技術の研究・開発では、大規模かつ多額の費用がかかる。特に初期の段階

では国家あるいはヨーロッパの場合 EUが研究費を助成することで研究・開発が行われ、一定

程度の研究成果が得られたのちに、成果の商業化の段階に移行する。これら国家の公的機関や

研究機関だけでなく、民間の研究所や企業の間でのパートナーシップ、いわゆる、官民パート

ナーシップのもとでプロジェクトが実施される。官民パートナーシップは技術の研究・開発や

製品化および市場の開拓といったことを主な目的として提携される。その後、商業化が確立さ

れることによって、当該技術を用いた民間のみによる商業活動も実施されるようになる。例え
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ば、宇宙活動は国家が独占的に研究・開発プロジェクトを実施する時代を経て、欧州宇宙機関

（ESA）とアリアンスペース社などによる測位システム・ガリレオの研究・開発や、NASAと

スペース X社による商業軌道輸送サービスおよびドラゴン宇宙船による商業乗員輸送の研究・

開発といった、官民パートナーシップによるプロジェクトが実施されている。

　このような、先端科学・技術の研究・開発の初期段階は、国家の助成のもと実施されること

が多く、対象となる先端科学・技術のリスクの評価や管理は、助成のための研究計画に対する

倫理的な評価および研究費の支出の可否によって行われる。例えば、EUの大規模助成プロジェ

クトであるホライズン 2020 への応募のさいには必ず、申請する研究計画が倫理的基準や安全

基準などを満たしているかが審査される。ホライズン 2020 では、研究計画書に認識された倫

理的課題に対してどのように対処し、適用される法をどのように遵守するかなどに関する詳細

な「倫理的自己評価（ethics self-assessment）」が義務づけられている 19）。「倫理的自己評価」

の内容としては、臨床研究の参加者の自主性の確認や、参加者のインフォームド・コンセント

を明確に文書化する必要があること、個人情報の取り扱いへの注意事項の確認、動物実験にお

ける倫理規定の遵守の確認、環境と健康への安全性の確認、EUの輸出管理規則（482/2009）

における軍民両用（dual use）技術に該当するか否かなどについての詳細な検討項目への回答

と、それらへの対処が倫理原則および国際法、EU法、国内法に従っているかといったことを

明記することが求められる。特に、ヒトの胚および胎児に関わる研究では、ヒトのクローニン

グやヒトの遺伝構成を改変することを目的とした研究、体細胞核移植技術を含む研究や幹細胞

の調達のためだけにヒトの胚を作製するための研究、ヒトの胚の破壊につながる研究が含まれ

ていないことが確認されなければならない 20）。

　そして、「倫理的自己評価」をもとに、審査員によって申請された研究が研究公正（research 

integrity）を含む倫理原則や国際法、EU法、国内法を遵守したものかどうかが評価される。

研究公正とは、研究者が研究活動を行うさいに、不正行為を行わず、公正および誠実に研究活

動に取り組むという倫理規範のことである。また、全ての申請書は倫理審査にかけられ、なか

でも、ヒト胚性幹細胞の使用を含む研究のような重大あるいは複雑な倫理的問題を提起する研

究計画は、必ず倫理評価を受けなければならず、倫理原則に違反した研究は助成対象から除外

される。人権や人間の保護、動物の保護と福祉、データの保護とプライバシー、環境保護、研

究成果の悪意ある利用の有無、研究公正なども評価の対象となる 21）。さらには、審査員の判

断で、申請書には触れられていない倫理的課題に関する審査が行われることもある。その他に

も、情報の安全性の基準や、研究メンバーのジェンダーバランスに関する基準などが存在し、

それら厳格な基準を満たした研究計画のみが、ホライズン 2020 の助成を受けることができ

る 22）。
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　（ii）実用化および商業化の段階

　研究・開発において一定の成果が得られたのち、先端科学・技術は実用化および商業化の段

階に移行する。その際、対象となる先端科学・技術のリスクをどのように評価・管理するかに

ついて 3つの原則が考えられる。

　一つは、防止原則（Prevention Principle）に基づくリスク評価と管理である。防止原則とは、

対象となる科学・技術のリスクが明らかである場合、すなわち、リスクが科学的に証明されて

おり、リスクの存在が経験的に十分認知されていると評価できる場合、そのリスクが起こりう

ることを排除することが義務付けられるという原則である。これは、主に従来の法のなかでと

られてきたリスクの評価とその管理の方法であり、放射性物質やアスベストなどの規制がこれ

にあたる。2つ目は、監督的追跡の義務（Obligation de Suivi, Follow-up Obligation）に基づ

くリスク評価と管理である。この場合、対象となる科学・技術の発展を考慮し、商業化される

ことが認められた後も、継続してその安全性を確保するための経過観察を義務付ける原則であ

る。この原則は、対象の技術自体から生じる現象に対応するだけではなく、偶発的なリスクを

明らかにするための手段を講ずることを製造者に課す 23）。この義務は本来民法上の義務であ

り、製造者に課されるものである。しかし、国際的には、製造者だけでなくそれに許可を与え

た公的機関に対しての義務としても捉えられている（その場合、Obligation of Continuing 

Supervisionとも言える）。例えば、宇宙条約第6条で定められた民間の宇宙活動に関しては、

関係当事国（打ち上げ国、国籍国、登録国のいずれかは議論がある）に対して、対象となる宇

宙活動の監督的追跡の義務が課されている。従って、この義務は製造者とそれらを管理する国

家あるいは関係機関の双方の義務として構成される。

　そして、3つ目が予防原則（Precautionary Principle）に基づくリスクの評価と管理である。

これは特に先端科学・技術のような、科学・技術の新しさや発見からの時間の短さから、未だ

に科学的には証明されていないリスクではあるが、現在または将来世代の健康および、安全ま

たは環境にとって重大なリスクを及ぼしうると予見される場合、合理的に推測しうる活動に関

する決定を講ずる何れかの者が遵守せねばならない態度として定義される。この原則はとりわ

け個人間および国家間の取引の自由に対して、健康および安全の至上命令を優先させねばなら

ない公的機関に課される。同原則はリスクを探知し、かつ評価し、容認可能な程度まで縮減

し、そして可能な場合にはそれを除去し、関係者にリスクを通知し、当該リスクを処理するた

めに考慮される措置に関する提案を収集すること、経済的かつ社会的に負担できるコストであ

らゆる措置を講ずることを命じる。この予防の仕組みはリスクの規模に均衡せねばならず、か

つ、絶えず修正しうる 24）。例えば、電磁波や遺伝子組み換え作物（GMOs）におけるリスク、

ナノテクノロジーに関するリスクなどがこれにあたる。

　この予防原則は、1975 年に遺伝子組み換え作物に関するガイドラインの作成を目的として、
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ノーベル化学賞受賞者のポール・バークらを中心に 28 カ国から集まった科学者たちによって

開催された、アシロマ会議において取りあげられた。当時、遺伝子組み換え作物のリスクに対

する科学的な証拠は存在しなかったが、遺伝子組み換えの過程でバクテリアが入り込む可能性

があり、それにより遺伝子が変異するリスクを専門家が示していた。それを受けガイドライン

では、遺伝子操作のモラトリアムが求められ、予防原則のもと指摘されたリスクに対する予防

措置をとることが規定された。ただし、このガイドラインは科学者間による国境を越えた自主

規制（いわゆるグローバル法）であり、国家間による宣言や条約ではない。

　国家間の条約として予防原則が登場したのは環境保護の分野においてである。オゾン層保護

のためのウィーン条約（1985 年）やモントリオール議定書（1987 年）、1992 年の環境と開発

に関する国連会議におけるリオ宣言の第15原則が有名である 25）。また、EUでは1992年のマー

ストリヒト条約における環境政策の基本原理や、2002 年の一般食品法規則のなかで導入され

ている（178/2002/EC）。国内法では例えばフランスでは、1995 年に体系化された環境法（バ

ルニエ法）の前文で、予防原則に基づく規定が置かれた。ただし、「正確性の欠如は、その当

時の科学的・技術的知識を考慮して、経済的に受け入れ可能なコストでの環境への重大かつ不

可逆的な損害のリスクを防止するための効果的かつ均衡の取れた対応措置の採択を遅らせては

ならない」26）として、経済的に受け入れ可能なコストの範囲内と、効果的かつ均衡の取れた

という条件が付された。その他にも、バルニエ法では、汚染者負担の原則（Polluter Pays 

Principle）も規定している。これらの原則は、2005 年に憲法に盛り込まれる環境憲章にも引

き継がれた。このように、予防原則は環境保護や、資源開発、健康・保健といった分野におけ

る共通原則として確立されつつある。

　予防原則が仮説上または潜在的なリスクを管理することを目的とするのに対し、防止原則は

確かなリスクの管理に結び付けられている。これらは、損害を生じさせうるリスクをどのよう

に評価するのかによって異なり、予防原則は不確実な領域で特定の行為を要求されるという事

実により防止原則と区別される。防止原則に従う場合、たとえ若干の期間モラトリアムに至る

としても、まずリスクの可能性を評価した上で、そのリスクを縮減しうる解決策を導き出し、

それに対する行為を決定しなければならない。また、リスク回避のための不確実性を解消しう

る研究を行い、そのリスクについて継続的に監督し、措置を講じ、必要な限り決定を修正して

いく必要がある。予防原則はリスクに対して何も対策を取らないというものでも、リスクを恐

れて徹底的に規制するというものでもない。リスクが不確実であるからこそ、その継続的に厳

格な監督が必要であり、リスクの予防はそのための手続きが尊重されていることによって確認

される。つまり、「疑わしきときは差し控えよ」ではなく、「疑わしきときは、より良く行為す

るための手段を講ぜよ」という原則であると言える 27）。

　もっとも、予防原則は科学的な証拠が出揃う前に行動することを含むので批判もある。しか
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し EUでは、1998 年 5 月 5 日の EU司法裁判所の牛海綿状脳症（BSE）事件の中で、この原

則は明瞭に判示され採用された。これは 1996 年 3 月の欧州委員会決定により発せられた EU

によるイギリスの牛肉と乳製品の他の EU諸国への禁輸措置（239/1996/EC）に対して、イギ

リスが禁輸措置の適用停止の仮処分申請を行い、2つの本案提訴を行った事件である。一つは

EU命令の無効に関してであり（affaire 180/1996）、もう一つはその有効性に関して（affaire 

157/1996）であった。1996 年 7 月 12 日の命令で裁判所は停止請求を予防原則に基づいて却下

しつつ、次のように認めた。「クロイツフェルト・ヤコブ病、とりわけ近年発見されたその変

種は科学的に未だ不完全にしか知られていない」が、「その死に至らしめる特性は審問の過程

で想起された。現在如何なる治療手段も存在しない。この死に至る病の最も確かな説明は

BSEに曝されることであるということに鑑みて、如何なる躊躇も許されない。委員会の決定

によりイギリスに対して引き起こされる経済的かつ社会的な難しさを認めつつも、裁判所は健

康の保護に優越的な重要性を与えることを認めないわけにはいかない」28）。

　また、1998 年 5 月 5 日の 2つ目の判決では、裁判所はより明瞭に次のように判示している。

「人の健康にとってのリスクの存在と範囲について不確実性が残っているときは、諸機関はこ

れらのリスクの現実性および重大性が完全に証明されるのを待つ必要なしに保護措置を講ずる

ことができる」29）。「このアプローチは、人の健康の保護が環境の分野での欧州共同体の政策

目的に属するという、欧州共同体条約の第 130-R条第 1節により強化される。同条項の第 2節

は高度な保護を目指すこの政策が、特に予防原則および防止原則に基づいていること、および

環境の保護に関する必要が欧州共同体の他の政策の定義および実施に統合されていなければな

らないことを定めている」30）。このように、EU司法裁判所によって、EU法上、リスクの存

在の範囲についての不確実性が残っていたとしても、これらのリスクの重大性が完全に証明さ

れるのを待つことなく、行政機関は保護の措置を講ずることができるとして、予防原則に基づ

く輸出禁止の合法性が認められた 31）。

　予防原則は不確定なリスクに適用される防止原則の延長と理解でき、行為しないことでも、

目標無しに熟慮することでもない。予防原則は、たとえリスクが潜在的なもののみであって

も、注意とリスクと均衡した措置の実施を必要とする。またそれは柔軟性を有している。何故

なら不確実性は知識の進歩と共に解消されるからである。講ぜられる措置は一般的に改正可能

であり、かつリスク評価と共にそれが最終的に無意味と判断されるときは廃止されうる 32）。

近年でも、オックスフォード大学とアストラゼネカによって開発された COVID-19 のワクチ

ン（Vaxzevria）を接種した一部の人に血栓が生じたことから、2021 年 3 月 15 日までにオー

ストリア、フランス、ドイツ、イタリア、スペインなど EU加盟国のうち 10 カ国以上が、予

防原則に基づき欧州医薬品庁（European Medicines Agency：EMA）による Vaxzevriaと血

栓の因果関係の検証結果が出るまで、Vaxzevriaの利用を一時停止することを決定した 33）。3
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月 18 日に EMAによって、Vaxzevriaと血栓との因果関係は非常に稀な副作用であり、その

有効性は副作用のリスクを上回るとされ、安全性が確認されたという調査結果が報告されたこ

とで、Vaxzevriaの利用を一時停止していた国々でその利用が再開された 34）。しかし、4月 7

日には再び EMAによって Vaxzevriaと血栓との因果関係（非常に稀な副作用）が指摘され、

そのリスクよりも接種による利益の方が大きいとしつつも、注意喚起がなされた 35）。

　加えて、実用化・商業化のさいに重要となるのが、損害が生じた際に誰が責任を負うのかと

いうことである。先端科学・技術のリスクは、生じる可能性が低くとも一度発生すると人体あ

るいは生態系、社会に大規模な損害を与えうる。これは環境汚染や宇宙活動などでの事故にも

言えることであり、一般的にこのような場合の責任は、1972 年の OECD「環境政策の国際経

済的側面に関する指導原則」で採用された、汚染者負担の原則が取られる。その責任について

は、例えば宇宙損害責任条約では、過失の有無にかかわらず損害の原因となった製品を製造・

販売した企業が責任を負う危険責任が適用されている。ただし、同じ分野の企業同士の間で補

償が争われる場合は、危険責任ではなく過失責任が適用される。さらに、宇宙損害賠償責任条

約は、汚染者が負担できないほどの損害が生じた際には、汚染者が負担できない部分を国家が

補償することを定めている 36）。

　危険責任の理論は、高度な専門的知識を有した汚染者が損害の科学的不確実性を主張するの

に対して、リスクと立証不可能性にさらされる被害者のための立証義務の軽減を目的としてい

る。一方、予防原則における予防責任は、予防することへの過失に対して責任を負わせること

を目的とする。ここでの過失とは、予防措置を怠っていたことを指す。そこには、当該技術の

リスクの通知も含まれる。したがって、予防責任は、汚染者に対して予防の措置をとっていた

ことの証明を求めるにとどまる。そして、予防措置が（たとえそれが正当化されようとも）損

害を発生させた企業の利益に重大な侵害をもたらしうるからには、それらを管理する国内行政

の責任に発展する可能性がある 37）。現時点で EUはナノ素材の利用規制は行なっていないが、

欧州化学品庁がナノ素材の毒性の情報を検索できるデータベース eNanoMapperを公開する

ことで、広くナノ素材のリスクの通知を行っているのもこのためであると考えられる。

（2）リスクの評価と管理のモデルとしてのEUの AI 規制法案

　これまで、先端科学・技術のガバナンスでは、その技術を新たな主要産業とするための法的

環境の整備に重点が置かれてきた。そのため、それぞれの国では先端科学・技術を既存の法や

法理と関連付けて明確な法規範の形成を図ることで、法規範の欠如による不安定な状況が生じ

ることを避け、新たな技術の研究・開発や商業化のための安定した環境作りが積極的に行われ

つつある 38）。その事例として注目すべきなのが、2021 年 4 月 21 日に欧州委員会によって提出

され、現在欧州議会で読解されている「AI規制法案（Proposal for a Regulation of the 
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European Parliament and of the Council Laying Down Harmonized Rules on Artificial 

Intelligence (Artificial Intelligence Act) and Amending Certain Union Legislative Acts）」

である 39）。この法案では、新たな社会的・経済的利益を提供しうる一方で、人間の安全や基

本的権利を脅かすリスクを孕んでいる AIを、そのリスクの程度によって分類し、リスクに応

じた規制を行うことが示されている。

　EUでは上記で紹介した 2014 年ロボット技術規制ガイドラインや、2017 年欧州議会決議付

属書「ロボット憲章」などによって、高度な自律性を有する AIの開発促進・域内市場整備と

リスク管理の両立のための法規制が模索されてきた。今回の法案の直接的な誘因となったの

は、2020 年 2 月 19 日に出された欧州委員会による AI白書であり、そこには AIの普及の促進

と AIの特定の使用に関するリスクへの対応の 2つが重要目標として示された。AIは人々のた

めの手段であり、人間の幸福を高めるという究極の目的を有する社会の善のための力となるべ

きであり、これら 2つの目標の実現のためには、EUの基本的価値（法の支配、人権尊重、デ

モクラシーなど）と人間の基本的権利に基づいた、EU市場で利用可能な AIの規制、あるい

は、EUの人々に影響を与える AIの規制が必要であるとされた 40）。それを受け欧州議会では、

2020 年 10 月に AIの倫理、責任、著作権に関する一連の決議を採択し 41）、2021 年には AIの

刑事的課題、教育・文化・視聴覚セクターに関する決議が採択された 42）。欧州理事会も、

2017 年より AIのような新たな課題に本格的に取り組む緊急性を認識し 43）、2020 年 10 月 21

日の決議では基本的権利との相互性の確保と法規制の施行の促進のために、特定の AIシステ

ムの不透明性、複雑さ、バイアス、予測不可能性、および部分的に自律的な作動に対処するこ

とを求めた 44）。

　今回の法案はこれまでの議論を踏まえつつ、EU市場内の AIシステムが、①安全で基本的

権利と EUの基本的価値に関する法を遵守すること、② AIへの投資と技術革新を促進するた

めの法的確実性を確保すること、③ AIシステムに適用される基本的権利と安全の要件に関す

る法のガバナンスと有効的な施行を強化すること、④合法で安全で信頼できる AI市場の開発

を促進し、市場の断片化を防止することを目指して、欧州議会や欧州理事会の要求に応じた欧

州委員会によって提出された。この規制の目的は、あくまでも AIの開発促進および市場・産

業基盤の強化とリスクの高い AIシステムの管理のバランスを考慮した必要最低限の規制であ

り、新技術の登場などの状況に合わせられる柔軟なメカニズムをとっている。規制の対象とな

るのは、AIのプロバイダーと関係者、利用者である 45）。

　法案では、以下のように対象となる AIシステムをリスクに応じて定義し、規制の内容を定

めている。（I）（許されないリスクのため）禁止される AI：例えば、基本的権利の侵害など、

EUの基本的価値に反するとして容認できないとみなされる使用を行うすべての AIシステム

が対象となる。サブリミナル技術によって人間の意識を操作する行為や、子供や障碍者などの
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脆弱性を悪用して彼らや他者を精神的または身体的に害する方法によって実質的に彼らの行動

を歪める行為が含まれる。また、AIシステムによって促進されうる成人に影響を与える操作

的あるいは搾取的行為は、人が適切な情報を提供され、かつ、プロファイリングや自らの行動

に影響を与えうるその他の行為の対象とならない自由な選択権を有していることを保障する既

存のデータ保護法や消費者保護法、デジタルサービス法の適用対象になりうる。また、公的機

関による一般的な目的での AIによるソーシャル・スコアリング・システムや、限定的な例外

をのぞいて法の執行を目的とした一般にアクセス可能な空間での「リアルタイム」のリモート

生体認証システムの使用も禁止の対象である 46）。

　（II）高リスク AIシステムに対する厳格な管理：人間の健康と安全、基本的権利に高いリス

クをもたらす AIシステムは、リスク管理システムの構築や、データの管理、技術の説明、情

報分析過程の記録の保存、透明性の義務と消費者への情報提供、人間による管理、正確性、堅

牢性およびサイバーセキュリティといった、特定の必須要件への準拠と事前の適合性評価を条

件としてヨーロッパ市場で許可される 47）。高リスク AIの分類は、既存の製造物責任法におけ

る AIシステムの意図された目的に基づき行われる、すなわち、AIシステムの機能だけでなく、

そのシステムが利用される特定の目的や様式にもよる。特に、①第三者による事前の適合性評

価の対象となる製品の安全装置として使用することを目的とする AIシステムと、②主に基本

的権利に関係する独立した AIシステムという二つのカテゴリーを定め、すでにリスクが顕在

化している、あるいは近い将来にリスクが顕在化する可能性のある限定的な AIシステムを法

案の付属書 IIIにリスト化した 48）。特定の必須要件への準拠と事前の適合性評価の義務は、高

リスク AIのプロバイダーに課せられるとともに、AIバリューチェーン全体の利用者や他の関

係者（輸送、流通などを含む）にも比例した義務が課せられる。加えて、通知機関が独立した

第三者として適合性評価の方法に関与する枠組みを設定しつつ、適合性評価の手続きも詳細に

規定している。また、適合性の評価を受けて許可された高リスク AIシステムのプロバイダー

は、適合性評価の実施を欧州委員会によって管理される EUデータベースに登録する義務や、

CEマーキングの義務を有し、許可を受けた後も欧州委員会の管轄機関による監視の対象とさ

れる 49）。この点は、欧州委員会の監督的追跡の義務を意識した規定であると言える。

　（III）特定のリスクを有する AIシステムに対する透明性の義務：（i）人間と相互作用する、

（ii）感情を検出する、あるいは、生体認証データに基づく（社会的）カテゴリーとの関連を

決定するために利用される、あるいは（iii）（「ディープフェイク」）コンテンツを生成・操作

する AIシステムに対して、透明性の義務が適用される。これにより、人は情報に基づいた選

択や特定の状況から離れたりすることができるようになる 50）。

　この法案では、上記以外の最小限のリスクを有する AIシステムは規制の対象にならない。

ただし、規制対象とならない AIシステムのプロバイダーが、高リスク AIシステムの必須要
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件を自主的に適用することを推奨する行動規範作成のためのフレームワークを形成し、かつ、

規制の対象とならない AIシステムのプロバイダーが、自主的に環境の持続可能性や障碍者の

アクセシビリティ、AIシステムの開発への利害関係者の参加、開発チームの多様性のような

行動規範を作成し、それに従うこともできる。また、規制と同時に技術革新に向けた環境整備

のため、EUの管轄機関と合意した特定の革新的な技術を提供するプロバイダーや小規模なプ

ロバイダーに対しては、審査計画に基づき、限られた時間で革新的な技術を審査するための制

限された環境を形成する目的で、「規制の砂場（regulatory sandboxes）」を設置するとしてい

る 51）。さらに本法案は、EU加盟国の中小企業やスタートアップ企業の技術的・経済的コスト

への支援等も規定しており、技術や市場の発展を妨げるものではないと言える 52）。

　規制の監視については、加盟国と欧州委員会の代表者で構成される欧州人工知能委員会が設

立され、国家レベルでも規制を監督する管轄機関を設置するとともに、上述した独立した高リ

スク AIシステムの管理ための EU全体のデータベースを確立することを明記している。また、

AIシステムのプロバイダーに対して、市場に出回った後の AI関連の事故や誤作動の監視、報

告、調査に対する監視と報告の義務を定めている。加えて、市場を監督する機関に対しても、

市場を管理し、すでに市場に出回っている高リスク AIシステムの義務と要件の遵守の調査を

行うことを規定し、規制実施後に AIシステムが予期しないリスクを発生させた場合に備えた、

公的機関の権限と政策を確保することが求められている。さらに、これらの規制への違反に対

しては、効果的で比例的かつ抑止的な罰則が設けられている 53）。

　今回の法案は、これまでの議論を踏襲しつつ、AIの開発促進と人間の基本的権利や安全を

脅かしうる AIのリスク管理の両立を目指したものであり、EUの基本的価値（法の支配や人

権尊重、デモクラシーなど）の枠内での自由な開発・競争こそが、安全で信頼でき、かつ、倫

理的な AIの発展を促すという認識に基づく法規制である。EUの産業界は法整備を歓迎しつ

つも、企業の負担の増加や技術開発が阻害される可能性を指摘している。しかし、法規制によ

り研究機関や企業が負う責任の範囲が明確になることは、開発側のリスク軽減にも繋がり、結

局は AIの研究開発や製品化の助けとなるであろう。また、この法案は EUの一般データ保護

規則（General Data Protection Regulation: GDPR）の適法性・公正性・透明性の原則や、

COVID-19 のワクチンの EU域外への輸出のさいの輸入国への透明性の原則の適用と同様、

EUと関係を結ぶ国に対しても適用され、今後のグローバルなレベルにおける AI規制の指針

にもなりうる。更に、上述したような EUが AIの開発促進のため実施している大規模な研究

助成には域外の研究機関や企業も参加でき、これらにもこの規制が及ぶだろう。

（3）グローバルなガバナンスの可能性

　EUでは高リスク AIシステムの法規制に向けた動きが本格的に始まったが、先端科学・技
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術の進歩に比べると、それらによって起こる可能性のある社会的な課題のガバナンスは遅れを

とっていると言わざるをえない。特に、研究・開発や製品の安全性に関する規制やルール作り

は、実質的には国家や国際的な法規範の形成を待たずに、ISOの規格や学会の倫理規範など

によって行われているのが現状である。先端科学・技術は人類全体に関わるリスクを孕んでお

り、また、研究・開発は大規模かつ多国間におよんでおり、関係国も複雑化している。さらに、

技術の軍民両用の問題や、先進国と途上国との間の利益の公平な配分への配慮の観点からも、

人類全体の活動分野として国際的な法や制度によるガバナンスが必要とされる 54）。

　そこで注目すべきは、官民パートナーシップの枠組みにおいて、民間の技術だけではなく、

民間をはじめとする非国家主体が行っている自主規制をガバナンスに有効的に利用すること

で、研究・開発とリスク管理の両立を目指すガバナンスを構築する可能性である。官民パート

ナーシップは、本来、科学・技術の研究・開発や製品化および市場の開拓といったことを主な

目的として提携される。しかし、この枠組みを効果的に利用することで、先端科学・技術の研

究・開発を妨げずにそれらを管理できる可能性がある。例えば、先に紹介した EUのホライズ

ン 2020 のような助成プログラムへの参加は、研究・開発のための大きな助けとなる。したがっ

て、研究プロジェクトの採択のためには、参加する研究者や企業、研究機関は必然的にホライ

ズン 2020 の政策や倫理的方針に基づく行動規範に従うことを約束せねばならない。また、EU

以外の研究者や企業、研究機関のホライズン 2020 への参加を認めることによって、EUの先

端科学・技術ガバナンスの方針や規範を EU以外の国・地域の参加者・機関にも適用すること

になり、科学・技術ガバナンスの分野での EUのイニシアチブを高めることができる。さらに

は、科学・技術ガバナンスが未成熟な国の状況を改善する契機となることも期待できる。一

方、プロジェクトの参加者や参加機関にとっては、研究費の確保やリスクの分担だけではなく、

国際的な研究機関や大学、企業などとのネットワークや情報チャンネルを広げる契機となり、

また、自国にない実験機器やデータベースへのアクセスおよび自国では認められていない実験

を他国において実施する機会をえられることなどが、参加する動機となる。

　しかしながら、このような官民パートナーシップの枠組みを用いたガバナンスにはいくつか

の課題がある。一つは、研究・開発の管理・規制のためには、研究プロジェクトの申請時にお

ける評価だけでは不十分であるという点である。そのために、監督的追跡の義務に基づいて、

EUの AI規制法案に規定されているような、データベースへの登録や、研究途中の評価およ

び研究終了時の評価に加え、成果を得てから何年かたった後にも評価を行うことが必要とな

る。2つ目は、現在の自主的な倫理基準は主にバイオテクノロジーに関する研究を対象として

いることがあげられる。EUの AI規制法案でも行われているように、今後は他の広い分野の

研究を対象とした検討項目を作成する必要があるであろう。そのさい、現在民間主導で行われ

ている規格や規範を参考にすることができる。また、民間機関の公的な規範形成への参加は、

16　（ 16 ）



先端科学・技術の研究・開発とリスク管理の両立のためのガバナンス：EUでの試みを事例に（川村）

民間機関のプロジェクトそのものへの参加の可能性を広げる。3つ目は、軍民両用技術の研

究・開発に関する取り扱いである。軍事に関わる研究（軍事目的とする研究、軍事機関からの

助成による研究）に関しては、大学や研究機関、学会が独自に携わらない旨の声明を出し、構

成員が軍事研究に参加することを禁止しているところもある。しかし、軍民両用技術や公開さ

れた研究成果の軍事利用に関しては議論が分かれる 55）。なぜならば、科学・技術そのものを

軍事利用と民間利用に区別することは困難であり、GPSのように軍事目的で開発された科学・

技術の民間転用もありうる。重要なのは、開発された科学・技術をいかに用いるかであり、そ

れを利用し管理する人間のガバナンスである。そして、近い将来、リスク管理と商業化の促進

ためにも、国境を越えた官民パートナーシップを可能とするような、国際的な先端科学・技術

のガバナンスのための法あるいは制度形成が求められる。その際、対象となる科学・技術の定

義、リスクの評価に応じた防止・監督的追跡・予防の措置の義務付け、責任の所在、科学・技

術を持てる国家と持たざる国家の公平性、研究・開発の目的としての平和利用などに関する合

意や、研究の情報や成果を公開することで民主的な判断ができるようなシステムの確保などが

必要となると考えられる。

おわりに

　本稿では、先端科学・技術の研究・開発の促進とリスク管理の双方を両立させるためのガバ

ナンスにおいて重要となる点を理論的および法・制度的側面から論じた。まず、科学的研究の

自由が権利として保障されていることを確認した上で、先端科学・技術が人間や社会に及ぼす

予測可能な、あるいは、予測できないリスクへの有効な対策を行うため、また、明確なガバナ

ンスの欠如による不安定な状況が先端科学・技術の研究・開発や商業化を妨げることから、先

端科学・技術ガバナンスの必要性を述べた。次に、ガバナンスのためには、既存の法や制度で

対応可能か、あるいは新たな制度や法の形成が必要かを見極めるためにも、対象となる先端科

学・技術の定義が必要であることを確認した。そして、EUの AI規制法案を紹介しつつ、研

究・開発の段階と実用化・商業化の段階に分け、対象となる技術のリスクの評価とそれに応じ

た新たな制度や規範作りのための原則について検討した。最後には、官民パートナーシップを

中心とした、将来的な先端科学・技術分野のグローバルなガバナンスの可能性について論じた。

　今日、先端科学・技術の進歩はめざましく、矢継ぎ早に既成事実が積み上げられている。先

端科学・技術ガバナンスについて検討する際には、対象となる科学・技術を私たちの社会がい

かに受容していくかといった課題や、これまでの人類の長い歴史において築き上げられてきた

人間や社会の「価値」の問題に踏み込まざるを得ない。それゆえ、先端科学・技術に対する人
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文・社会科学的議論がより一層重要となる。なぜならば、結局のところ先端科学・技術の問題

は、科学・技術そのものだけの問題ではなく、それを利用し管理する人間のガバナンスの問題

だからである。人間と科学・技術の未来を考える時、科学・技術の発展は人類の福祉と安寧の

ための手段であり、目的ではないということを忘れてはならない。ビジョン無くして科学・技

術を用いることは羅針盤なき航海と同じであり、これほどリスクが高いことはないと言えるの

ではないだろうか。場当たり的な対応ではなく、科学・技術の研究・開発の促進と、リスクの

評価方法や責任の所在を明確にするリスク管理を両立させる法・制度の形成こそが喫緊の課題

である。

注
1 ） 本稿は、科研費若手研究 B「国際的な官民連携による先端科学技術ガバナンスの研究：ナノテクノロ
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4） 龍澤邦彦『宇宙法システム』丸善プラネット、2001 年、城山英明編『科学技術ガバナンス』東信堂、
2007 年、山脇直司編『科学・技術と社会倫理』東京大学出版会、2015 年、日本国際政治学会編『国
際政治：科学技術と現代国際関係』179 号、有斐閣、2015 年、日本法哲学会編『法哲学年報：生命医
学研究と法』有斐閣、2017 年など、近年科学・技術の倫理的・法制度的・社会的課題（ELSI）への
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バル法に関しては川村仁子「非国家主体による『規範』の形成と重層的ガヴァナンス」、松下冽・山
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6） 龍澤邦彦「人間の安全保障とクローニング」、佐藤誠、安藤次男編『人間の安全保障：世界危機への
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13） Mendoza-Caminade, Alexandra, “Le Droit des Robots,” University of Toulouse, 2017《http://

societal.genotoul.fr/wp-content/uploads/2017/05/Atelier-2017-Volet-1-Présentation-A.-Mendoza-

Caminade.pdf》（2020 年 9 月 28 日検索）, pp.15-17.
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47） Ibid., pp.46-51, Title III Article 9-15.
48） 付属書 IIIにリスト化された AIシステムは以下の通りである。1.人の生体認証と分類：（a）「リアル
タイム」および「後で」の人のリモート生体認証を目的とした AIシステム、2.重要なインフラの管
理と運用：（a）道路交通の管理や運用および水・ガス・暖房・電気の供給のための安全装置として使
用される AIシステム、3.教育と職業訓練（a）教育や職業訓練機関への人のアクセスや配置の決定を
目的として使用される AIシステム、（b）教育や職業訓練機関における学生の評価や、教育機関への
入学のために求められる一般的な試験の参加者の評価のために利用される AIシステム、4.雇用、労
働者の管理および 個人事業主へのアクセス：（a）人のリクルートや採用のために、特に、求人広告、
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される AIシステム、（b）仕事に関連する契約関係の促進や終了の決定のため、業務の割り当てや仕
事に関係する人のパフォーマンスや行動の監視や評価に利用される AI、5.重要な私的および公的サー
ビスや給付へのアクセスと享受：（a）公的扶助の給付やサービスを受ける人の適格性を評価するため、
同様に、そのような給付やサービスの付与や削減、取り消しあるいは返還要求のために公的機関ある
いは公的機関に代わって利用される AIシステム、（b）人の信用度を評価したり、あるいはクレジッ
トスコアを確立したりするために利用される AIシステム、ただし、小規模プロバイダーが独自の利
用のために業務に入れる AIシステムは例外とする、（c）消防や医療支援を含む緊急時に最初に対応
するサービスの派遣や派遣の優先順位を確立するために利用される AIシステム、6.法執行機関：（a）
法執行機関によって、人の刑事犯罪または再犯のリスクや人の潜在的な犯罪の被害者になるリスクを
評価する目的で、人の個人的なリスク評価を行うために利用される AIシステム、（b）法執行機関の
嘘発見器や類似の機器、あるいは人の感情の状態を検出するために利用する AIシステム、（c）法執
行機関によって、第 52 条第 3項で言及されているようなディープ・フェイク（AIシステムの利用者
による実在する人物や物、場所、その他の実体や出来事にかなり類似し、本物あるいは真実であると
誤って見える画像や音声、動画コンテンツの生成や操作）を発見するために利用される AIシステム、
（d）法執行機関によって、捜査や刑事犯罪の起訴の過程での証拠の信頼性を評価するために利用され
る AIシステム、（e）法執行機関によって、EU命令 680/2016 の第 3 条第 4項に基づく刑事犯罪の実
際あるいは潜在的な発生や再発を予期する目的で、あるいは人や集団の性格特性や特徴、あるいは過
去の犯罪行為の評価のために利用される AIシステム、（f）法執行機関によって、EU命令 680/2016
の第 3条第 4項に言及されているような刑事犯罪の捜索、捜査、起訴の過程におけるプロファイリン
グのために利用される AIシステム、（g）知られていないパターンを明らかにし、またはデータの隠
れた関連性を発見するために、異なるデータソースあるいは異なるデータ形式として入手可能な、複
雑に関係した、または、関連性のないビックデータの調査のために法執行機関に許されている、人に
関する犯罪分析の目的で利用される AIシステム、7.移民、庇護および入国管理：（a）管轄する公的
機関によって、嘘発見器や類似の機器あるいは人の感情の状態を検出するために利用される AIシス
テム、（b）管轄の公的機関によって、EU加盟国の領域に入国しようとする、あるいは、入国した人
の安全保障リスクや、不法移民のリスク、あるいは健康リスクの評価の目的で利用される AIシステム、
（c）管轄の公的機関によって、人の渡航書類や補助的な証拠書類の信憑性の確認のためや、それらの
セキュリティ機能をチェックすることによる信憑性のない書類の検出のために利用される AIシステ
ム、（d）管轄の公的機関によって、庇護、ビザ、居住許可の申請書や人が申請するステータスの適格
性に関連する不服申し立ての審査を補助するために利用される AIシステム、8.司法と民主的手続き：
（a）司法機関の事実や法の調査や解釈、および一連の事実への具体的な法の適用を補助するために利
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用される AIシステム（European Commission, Annexes to the Proposal for a Regulation of the 

European Parliament and of the Council Laying Down Harmonized Rules on Artificial 

Intelligence (Artificial Intelligence Act) and Amending Certain Union Legislative Acts, 21 April 

2021(206 final/2021/COM),pp.4-5.）。
49） Op. cit. (39), pp.13-14.
50） Ibid., pp.14-15.
51） Ibid., p.3, p.15 and Article 55.
52） Ibid., p.10, p.15, p.34.
53） Ibid., p.15.
54） この「人類全体の活動分野」という用語は、宇宙条約のなかで「人類全体に認められた活動分野」と
して初めて用いられた。宇宙空間の探査とその結果の実際的な利用が、人類全体のためにならねばな
らないということを意味する（龍澤、2001 年、pp.60-61）。

55） ESA設立条約には宇宙の平和利用が明記されているが、近年 EUが共通の外交・安全保障政策分野
に権限を拡大したことで、この問題が複雑化している。日本においてもその是非が検討され、日本学
術会議が軍事的安全保障研究に関する声明を出しているが（日本学術会議第 243 回幹事会、2017 年 3
月 24 日、「軍事的安全保障研究に関する声明」《http://www.scj.go.jp/ja/member/iinkai/3bu/pdf/3bu-

siryo2308-7.pdf》2021 年 5 月 11 日検索）、研究成果の軍事利用に関しては区別が難しいのが現状であ
る。
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A Study on the Governance of Advanced Science & 
Technology to Facilitate Research & Development and to 

Manage Risk: Some EU Cases

 This article analyzes the governance of advanced science & technology so as to facilitate 

research & development and to make them compatible with risk management from the 

theoretical, normative and institutional perspectives.  

 Firstly, this article confirms that the freedom of scientific research is included in the freedom 

of thought and expression as human rights, with the provision that it could be restricted by the 

public interest or security of society through international law, constitutional law and the global 

law created by transnational non-state actors. Advanced technology has potentiality to influence 

human beings and society. This article argues the necessity of the effective governance of 

advanced science & technology in response to both foreseeable and unexpectable risks. 

Appropriate governance is needed to ensure a stable research environment and market. 

Therefore, this article asserts the importance of the definition of the new science & technology 

being subject to regulation, because it is necessary to determine the possibility of applying 

existing regulations to it. In the absence of proper regulations, new ones are needed. This is made 

clear through reference to some attempts made by EU to regulate advanced science & 

technology, especially Nanotechnology and AI.

 Secondly, this article examines some principles, such as the prevention principle, Obligation 

de Suivi (the follow-up obligation) and the precautionary principle. These principles are essential 

to the establishment of new regulations and institutions corresponding to associated risk. It also 

refers to the “Proposal for a Regulation of the European Parliament and of the Council Laying 

Down Harmonized Rules on Artificial Intelligence (Artificial Intelligence Act) and Amending 

Certain Union Legislative Acts” which was proposed by the European Commission on 21 April 

2021. Finally, this article explores the possibility of global and transnational governance centered 

on public private partnership (PPP) of advanced science & technology in the near future. 

(KAWAMURA, Satoko, Associate Professor, College of International Relations, Ritsumeikan University)
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